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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 菅 昌 　 徹 朗
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役

氏 名 小 山 　 邦 彦 Ｔ Ｅ Ｌ (     )044 322－3751
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 18年  4月 26日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
配 当 支 払 開 始 予 定 日 定 時 株 主 総 会 開 催 日 平 成 18年  6月 29日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元 1,000株）

1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期       16,976     5.6       1,506   138.3       1,378   200.0

17年 3月期       16,074    11.5         632    84.5         459   163.7

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期          469   294.7         11.16－      8.3     6.9     8.1

17年 3月期          118－           2.83－      2.2     2.2     2.9

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     42,048,545株 17年 3月期     42,052,931株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

17年 3月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期       19,329       5,840     30.2         138.90

17年 3月期       20,559       5,426     26.4         129.04

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     42,046,368株 17年 3月期     42,050,583株
2.期末自己株式数 18年 3月期         13,132株          8,917株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        8,000         420         220          0.00－ －

通 期       17,000       1,150         620－           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          14円 74銭

上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 算 出 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 の さ ま ざ ま
な 要 因 に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表
示 し て お り ま す 。
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  個別財務諸表等 

  財務諸表 

① 貸借対照表 
 

  
前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  434,939 214,329   △220,610

 ２ 受取手形 ※４ 740,505 1,217,088   476,583

 ３ 売掛金 ※４ 2,909,471 2,715,073   △194,398

 ４ 製品・仕掛品 ※１ 1,521,905 1,622,066   100,161

 ５ 原材料  253,614 262,467   8,852

 ６ 貯蔵品  517,279 462,641   △54,638

 ７ 前払費用  26,627 21,703   △4,924

 ８ 短期貸付金  20,000 ―   △20,000

 ９ 未収入金 ※４ 824,289 542,627   △281,662

 10 繰延税金資産  192,861 114,188   △78,673

 11 その他  4,247 3,579   △667

 12 貸倒引当金  △15,712 △8,810   6,902

   流動資産合計  7,430,030 36.1 7,166,955 37.0  △263,074

Ⅱ 固定資産    

 (1) 有形固定資産 ※２   

  １ 建物  6,719,034 5,986,217  △732,817 

    減価償却累計額  4,211,438 2,507,596 4,059,377 1,926,839  △152,060 △580,756

  ２ 構築物  964,357 883,884  △80,473 

    減価償却累計額  653,006 311,350 609,697 274,186  △43,309 △37,164

  ３ 機械装置  8,554,208 7,736,387  △817,820 

    減価償却累計額  7,361,362 1,192,846 6,725,067 1,011,320  △636,295 △181,525

  ４ 車輌運搬具  117,998 91,976  △26,021 

    減価償却累計額  104,231 13,766 81,049 10,927  △23,182 △2,839

  ５ 工具  1,598,832 1,347,475  △251,357 

    減価償却累計額  1,436,074 162,758 1,212,283 135,192  △223,790 △27,566

  ６ 器具備品  350,941 267,298  △83,642 

    減価償却累計額  300,255 50,685 224,100 43,198  △76,155 △7,487

  ７ 土地 ※７ 7,244,032 7,208,810   △35,221

  ８ 建設仮勘定  18,998 17,484   △1,514

    有形固定資産合計  11,502,035 56.0 10,627,959 55.0  △874,076
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

 (2) 無形固定資産    

  １ ソフトウェア  37,881 22,415   △15,466

  ２ 電話加入権  9,950 9,950   ―

    無形固定資産合計  47,832 0.2 32,366 0.2  △15,466

 (3) 投資その他の資産    

  １ 投資有価証券  187,295 242,883   55,587

  ２ 関係会社株式  331,029 341,529   10,500

  ３ 長期貸付金  338,656 298,656   △40,000

  ４ 従業員長期貸付金  41,395 37,663   △3,732

  ５ 更生債権等  208,546 194,995   △13,550

  ６ 長期前払費用  3,886 2,203   △1,682

  ７ 保証金  215,659 176,550   △39,108

  ８ 繰延税金資産  570,636 555,971   △14,664

  ９ 貸倒引当金  △317,098 △348,314   △31,215

    投資その他の資産合計  1,580,005 7.7 1,502,139 7.8  △77,866

    固定資産合計  13,129,874 63.9 12,162,465 63.0  △967,408

  資産合計  20,559,904 100.0 19,329,421 100.0  △1,230,483
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形  2,060,764 2,167,564   106,799

 ２ 買掛金 ※４ 2,030,509 1,841,705   △188,803

 ３ 短期借入金 ※２ 3,230,000 1,950,000   △1,280,000

 ４ 一年以内に返済する 
   長期借入金 

※２ 795,728 666,048   △129,680

 ５ 未払金  315,262 465,665   150,402

 ６ 未払費用  34,600 35,096   496

 ７ 未払法人税等  21,940 163,457   141,517

 ８ 未払消費税等  54,098 101,224   47,126

 ９ 前受金  11,824 40,061   28,236

 10 預り金 ※４ 19,753 298,174   278,420

 11 賞与引当金  157,000 190,000   33,000

 12 設備関係支払手形  49,458 50,364   906

 13 設備関係未払金  46,252 46,940   688

 14 その他  ― 1,724   1,724

   流動負債合計  8,827,192 42.9 8,018,028 41.4  △809,164

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金 ※２ 2,743,618 1,712,570   △1,031,048

 ２ 長期預り保証金  87,401 86,281   △1,120

 ３ 再評価に係る繰延税金負債 ※７ 2,646,266 2,820,463   174,196

 ４ 退職給付引当金  791,765 749,479   △42,286

 ５ 役員退職慰労引当金  37,380 37,470   90

 ６ PCB処理引当金  ― 65,000   65,000

   固定負債合計  6,306,431 30.7 5,471,264 28.4  △835,167

  負債合計  15,133,624 73.6 13,489,292 69.8  △1,644,331

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※３ 2,102,975 10.2 2,102,975 10.9  ―

Ⅱ 資本剰余金    

 １ 資本準備金  179,102 179,102   ―

   資本剰余金合計  179,102 0.9 179,102 0.9  ―

Ⅲ 利益剰余金    

 １ 利益準備金  301,564 301,564   ―

 ２ 当期未処理損失  1,122,636 783,597   △339,038

   利益剰余金合計  △821,072 △4.0 △482,033 △2.5  339,038

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 3,923,412 19.1 3,966,968 20.5  43,556

Ⅴ その他有価証券評価差額金  42,794 0.2 74,942 0.4  32,148

Ⅵ 自己株式 ※６ △931 △0.0 △1,826 △0.0  △894

  資本合計  5,426,280 26.4 5,840,128 30.2  413,848

  負債及び資本合計  20,559,904 100.0 19,329,421 100.0  △1,230,483
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② 損益計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅰ 売上高 ※１   

  製品売上高  16,074,905 100.0 16,976,679 100.0 901,774

Ⅱ 売上原価 ※１  

 

  製品売上原価    

  (1) 期首製品仕掛品たな卸高  1,519,318 1,521,905  2,587 

  (2) 当期総製造費用 ※３ 14,202,482 14,427,552  225,070 

  (3) 他勘定振替高 ※２ △86,923 8,173  95,096 

  (4) 期末製品仕掛品たな卸高  1,521,905 14,112,971 87.8 1,622,066 14,335,564 84.4 100,161 222,592

   売上総利益  1,961,933 12.2 2,641,115 15.6  679,182

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 役員報酬  71,293 89,190  17,897 

 ２ 給料手当  416,797 363,464  △53,333 

 ３ 賞与引当金繰入額  59,328 67,091  7,762 

 ４ 賞与手当  56,373 58,793  2,419 

 ５ 福利厚生費  90,249 78,033  △12,216 

 ６ 退職給付引当金繰入額  88,909 65,754  △23,155 

 ７ 役員退職慰労引当金繰入額  14,302 13,440  △862 

 ８ 交際費  19,597 15,092  △4,505 

 ９ 旅費交通費  70,845 61,278  △9,566 

 10 減価償却費  50,225 38,299  △11,926 

 11 賃借料  68,885 46,138  △22,746 

 12 雑費・その他  322,920 1,329,728 8.3 238,293 1,134,870 6.7 △84,627 △194,858

   営業利益  632,204 3.9 1,506,245 8.9  874,041

Ⅳ 営業外収益 ※１   

 １ 受取利息  2,969 1,336  △1,632 

 ２ 受取配当金  2,872 1,439  △1,433 

 ３ 原材料売却益  31,134 14,285  △16,849 

 ４ 雑収入  19,361 56,338 0.4 24,389 41,450 0.2 5,027 △14,888
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  166,885 119,494  △47,390 

 ２ 債権売却損  29,622 35,545  5,922 

 ３ 雑損失  32,559 229,067 1.4 14,027 169,067 1.0 △18,532 △59,999

   経常利益  459,475 2.9 1,378,628 8.1  919,152

Ⅵ 特別利益    

 １ 投資有価証券売却益  13,302 ―  △13,302 

 ２ 貸倒引当金戻入益  52,508 ―  △52,508 

 ３ 償却債権取立確定益等  17,216 83,026 0.5 ― ― ― △17,216 △83,026

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産売却損 ※４ ― 259,129  259,129 

 ２ 固定資産廃却損  9,641 83,099  73,458 

３ 棚卸資産廃却損 ※５ ― 60,056  60,056 

 ４ 棚卸資産評価損 ※６ 158,775 ―  △158,775 

 ５ 貸倒引当金繰入額  72,064 55,528  △16,535 

 ６ 課徴金等 ※７ 24,540 ―  △24,540 

 ７ 労災補償金  ― 70,000  70,000 

 ８ PCB処理引当金繰入額 ※８ ― 265,021 1.7 65,000 592,813 3.5 65,000 327,792

   税引前当期純利益  277,481 1.7 785,814 4.6  508,333

   法人税、住民税及び事業税  7,097 157,367  150,270 

   法人税等調整額  151,526 158,623 1.0 159,365 316,733 1.8 7,839 158,110

   当期純利益  118,857 0.7 469,080 2.8  350,223

   土地再評価差額金取崩額  ― 130,042   130,042

   前期繰越損失  1,241,493 1,122,636   △118,857

   当期未処理損失  1,122,636 783,597   △339,038
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製造原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

Ⅰ 材料費  3,677,679 25.9 3,735,346 25.9

Ⅱ 労務費 ※２ 1,556,877 11.0 1,498,432 10.4

Ⅲ 経費 ※３ 8,967,925 63.1 9,193,773 63.7

当期総製造費用  14,202,482 100.0  14,427,552 100.0

期首製品仕掛品たな卸高  1,519,318  1,521,905

合計  15,721,800  15,949,458

他勘定振替高 ※４ △86,923  8,173

期末製品仕掛品たな卸高  1,521,905  1,622,066

当期製品製造原価   

(売上原価) ※５ 14,112,971  14,335,564

 

(注) １ 原価計算方法 

     当社の原価計算方法は個別原価計算方法を採

用しております。 

(注) １ 原価計算方法 

同左 

  ※２ 労務費のうち、賞与引当金繰入額は90,021千

円、退職給付引当金繰入額は163,930千円で

あります。 

  ※２ 労務費のうち、賞与引当金繰入額は118,666

千円、退職給付引当金繰入額は142,220

千円であります。 

  ※３ 経費のうち、減価償却費は310,346千円、外

注加工費は7,143,328千円、事業所税は

40,485千円であります。 

  ※３ 経費のうち、減価償却費は317,152千円、外

注加工費は 7,328,075 千円、事業所税は

40,250千円であります。 

  ※４ 他勘定振替高は自社用品として固定資産振替

4,646千円、原材料、貯蔵品振替29,481

千円ほかであります。 

  ※４ 他勘定振替高は自社用品として原材料、貯蔵

品振替△12,931千円、販売費及び一般管理費

振替22,133千円ほかであります。 

  ※５ 貸借対照表※１にも注記してあるとおり、当

社では製品と仕掛品との勘定区分を行ってお

りませんので、ただちに売上原価の算定が行

われます。 

  ※５ 同左 
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③ 損失処理案 

 

  
前事業年度 
(平成17年３月期) 

当事業年度 
(平成18年３月期) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失  1,122,636  783,597

Ⅱ 損失処理額   

1 利益準備金取崩額  ― 301,564 

2 資本準備金取崩額  ― ― 179,102 480,666

Ⅲ 次期繰越損失  1,122,636  302,931

   

 

重要な会計方針 

 

区分 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
  移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
同左 

 (2) その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 
   期末日前１ヵ月の市場価格の平
均に基づく時価法(評価差額
は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法
により算定) 

(2) その他有価証券 
 ① 時価のあるもの 
同左 

 

  ② 時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

 ② 時価のないもの 
同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

製品・仕掛品：個別法による原価法 
原材料及び貯蔵品：移動平均法による

原価法 

製品・仕掛品：同左 
原材料及び貯蔵品：同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

 有形固定資産：定額法 
   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

建物及び構築物 ７～47年

機械装置及び車輌運搬
具 

２～10年

 無形固定資産：定額法 
   なお、ソフトウェア(自社利用
分)については、社内における
利用可能期間(５年)に基づく
定額法によっております。 

 有形固定資産：同左 
    同左 
 
 
 
 
 無形固定資産：同左 
同左 

 
 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え
るため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 

 
同左 

 (2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額のうち当期の
負担額を計上する方法によっておりま
す。 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(1,643,433
千円)については、15年による按分額
を費用処理しております。 
また、数理計算上の差異は、その発生
年度に収益又は費用として処理するこ
ととしております。 

同左 
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区分 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、「役員退職慰労金規程」に基づく

当事業年度末要支給額を計上しており

ます。 

同左 

 (5) PCB処理引当金  

 

当社はPCB(ポリ塩化ビフェニル)の廃

棄処理に備えるため、当事業年度末に

おける処理費用見込額を計上しており

ます。 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用

しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段…デリバティブ取引

        (金利スワップ取引)

  ・ヘッジ対象…固定金利又は変動

金利の借入金の

金利変動リスク 

③ ヘッジ方針 

  当社は金利変動リスクに哂されて

いる負債に係るリスクを回避する

目的において利用しており、投機

目的のためのデリバティブ取引は

行わない方針であります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

  当事業年度末までに実際に計上し

た支払・受取金利額と当初金利で

支払・受取を行ったと仮定した場

合の支払・受取金利額との差額を

比較して行っております。なお、

特例処理によっているものについ

ては省略しております。 

 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

③ ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

従来、不動産事業に係る収入を売上高の「不動産事業

売上高」に、それに係る費用は売上原価の「不動産事

業売上原価」にそれぞれ計上し、不動産事業以外の賃

貸収入については営業外収益に計上しておりました

が、当事業年度より、これらを製造費用に含めて処理

する方法に変更いたしました。 

この変更は、当社が所有資産の有効活用を目的として

営んでいた不動産事業について、事業自体の見直しを

行ったことに伴い、会社の実態及び経営成績をより適

正に表示するために行ったものであります。 

これによる当事業年度の損益への影響は軽微であり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意 

 見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び 

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業 

 会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用 

 しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

 

表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前期まで販売費及び一般管理費の「雑費・その他」に

含めて表示していた「賃借料」は、販売費及び一般管

理費の合計額の100分の5を超えることとなったため、

区分掲記することに変更しました。 

なお、前期における「賃借料」の金額は、55,044千円

であります。 

 

前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してい

た「債権売却損」は、営業外費用の合計額の100分の10

を超えることとなったため、区分掲記することに変更

しました。 

なお、前期における「債権売却損」の金額は、16,150

千円であります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 当社における生産は多品種少量生産で、その製造

工程は比較的短期間であり、また、その生産形態

は受注生産であるため完成と同時に出荷され、製

品としての滞留は少ないので、製品と仕掛品の勘

定区分は行っておりません。 

※１    同左 

※２ 有形固定資産のうち、下記の資産の帳簿価額 

8,373,545千円は工場財団を組成し、短期借入金

900,000千円(根抵当)及び長期借入金2,743,618 

千円、１年以内返済長期借入金786,048千円の担

保に供されております。 

建物 1,128,069千円

構築物 1,864 〃

機械装置 234,804 〃

工具 1,853 〃

土地 7,006,952 〃

合計 8,373,545 〃

   その他土地及び建物・構築物456,319千円は短期

借入金100,000千円(根抵当)及び、１年以内返済

長期借入金9,680千円(根抵当)の担保に供されて

おります。 

※２ 有形固定資産のうち、下記の資産の帳簿価額 

8,295,178千円は工場財団を組成し、短期借入金

900,000千円(根抵当)及び長期借入金1,712,570

千円、１年以内返済長期借入金666,048千円の担

保に供されております。 

建物 1,067,290千円

構築物 1,864 〃

機械装置 217,243 〃

工具 1,827 〃

土地 7,006,952 〃

合計 8,295,178 〃

   その他土地及び建物・構築物399,523千円は短期

借入金79,000千円(根抵当)の担保に供されており

ます。 

※３ 当社の授権株式数(普通株式)は150,000千株、発

行済株式総数(普通株式)は42,059千株でありま

す。 

※３ 当社の授権株式数(普通株式)は150,000千株、発

行済株式総数(普通株式)は42,059千株でありま

す。 

※４ 関係会社項目 

   関係会社にかかる資産、負債で、区分掲記された

もの以外のものは次のとおりであります。 

科目 金額 

受取手形 115,954千円

売掛金 344,359 〃 

未収入金 230,790 〃 

買掛金 959,962 〃 

  

※４ 関係会社項目 

   関係会社にかかる資産、負債で、区分掲記された

もの以外のものは次のとおりであります。 

科目 金額 

受取手形 274,255千円

売掛金 286,805 〃 

未収入金 271,377 〃 

買掛金 804,737 〃 

預り金 289,169 〃 

  
５  
  

５ 保証債務 

   下記関係会社の借入金に対し保証を行っておりま

す。 

      新東北メタル㈱      290,000千円 
 

 



ファイル名:120_0642000651806（○個別注記関係）.doc 更新日時:2006/04/25 13:31 印刷日時:06/04/25 15:12 

― ４０ ― 

 
前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※６ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式8,917

株であります。 

※６ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式13,132

株であります。 

※７ 土地再評価法の適用 

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づいて事業用土地の再評

価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残

額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上

しております。 

・再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布政

令第119号)」第２条第３号に

定める評価額に合理的な調整

を加えて算定する方法。 
・再評価を行った日 平成14年２月25日
 
・再評価を行った土地の期末に 
 おける時価と再評価後の帳簿 
 価額の差額 

―

 

※７ 土地再評価法の適用 

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づいて事業用土地の再評

価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残

額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上

しております。 

・再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布政

令第119号)」第２条第３号に

定める評価額に合理的な調整

を加えて算定する方法。 
・再評価を行った日 平成14年２月25日
 
・再評価を行った土地の期末に 
 おける時価と再評価後の帳簿 
 価額の差額 

―

 
 ８ 資本の欠損 

資本の欠損は、1,123,568千円であります。 

 ９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は42,794

千円であります。 

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。 

 ８ 資本の欠損 

資本の欠損は、785,424千円であります。 

 ９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は74,942

千円であります。 

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社項目 

   関係会社にかかる取引が次のとおり含まれており

ます。 

科目 金額 

売上高 3,379,686千円

売上原価 
(原材料仕入高ほか) 

3,470,936 〃 

 

※１ 関係会社項目 

   関係会社にかかる取引が次のとおり含まれてお

ります。 

科目 金額 

売上高 2,381,231千円

売上原価 
(原材料仕入高ほか) 

3,502,052 〃 

営業外収益 
(原材料売却益ほか) 

5,678 〃 

 
※２ 製造原価明細書(注)４を参照 ※２ 同左 

※３ 研究開発費の総額は34,091千円であります。 ※３ 研究開発費の総額は22,767千円であります。 

※４  

 

※４ 建物・構築物売却損242,958千円ほかでありま

す。 

   なお、関係会社との取引によるものでありま

す。 

※５  ※５ 製品仕掛品の廃却損47,247千円ほかでありま

す。 

※６ 製品仕掛品の評価損108,565千円ほかであります。 ※６  

 

※７ 独占禁止法における課徴金および関連費用であり

ます。 

※７  

※８  ※８ PCB(ポリ塩化ビフェニル)の廃棄処理費用見込

額であります。 
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 (リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び車輌 
運搬具 

1,227,831 329,095 898,735

工具及び 
器具備品 

144,067 80,244 63,822

合計 1,371,899 409,340 962,558

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び車輌 
運搬具 

1,198,831 525,679 673,152

工具及び 
器具備品 

108,048 68,022 40,026

合計 1,306,880 593,701 713,178

 
(2) 未経過リース料の期末残高相当額 

 当期末残高相当額(千円) 

１年以内 170,792

１年超 775,711

計 946,504
 

(2) 未経過リース料の期末残高相当額 

 当期末残高相当額(千円) 

１年以内 161,979

１年超 542,508

計 704,488
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

 当会計期間(千円) 

支払リース料 205,838

減価償却費相当額 193,328

支払利息相当額 39,888

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

 当会計期間(千円) 

支払リース料 195,856

減価償却費相当額 184,328

支払利息相当額 32,543

 
(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

 

 

  利息相当額の算定方法 

    同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

 

(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 賞与引当金 63,239千円

 貸倒引当金 123,182 〃

 退職給付引当金 310,754 〃

 投資有価証券評価損 22,700 〃

 子会社株式評価損 108,566 〃

 たな卸資産評価損 97,399 〃

 繰越欠損金 18,434 〃

 その他 48,084 〃

 繰延税金資産合計 792,362 〃

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △28,864 〃

 繰延税金負債合計 △28,864 〃

繰延税金資産の純額 763,498 〃
      

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 賞与引当金 76,532千円

 貸倒引当金 114,149 〃

 退職給付引当金 301,890 〃

 役員退職慰労引当金 15,092 〃

 投資有価証券評価損 22,700 〃

 子会社株式評価損 108,566 〃

 ＰＣＢ処理引当金 26,182 〃

 その他 55,593 〃

 繰延税金資産合計 720,708 〃

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △50,547 〃

 繰延税金負債合計 △50,547 〃

繰延税金資産の純額 670,160 〃
      

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.3 ％

  (調整) 

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

7.2 〃 

  住民税均等割等 3.0 〃 

  その他 6.7 〃 

  税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

57.2 ％ 

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下

であるため注記を省略しております。 
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(１株当たり情報) 
 

前事業年度 当事業年度 

 １株当たり純資産額 129円04銭
 

 １株当たり純資産額 138円90銭
 

 １株当たり当期純利益 2円83銭
 

 １株当たり当期純利益 11円16銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 118,857 469,080

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 118,857 469,080

普通株式の期中平均株式数(株) 42,052,931 42,048,545

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 




